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はじめに 1 

携帯電話は、その契約数が１億９千万を超え、いまや国民の生活必需品となっ2 

ているとともに、国民の生命・財産を守り、社会経済活動を支える重要インフラ3 

としての役割を果たしており、国際的に見ても遜色がなく、国民利用者にとって4 

分かりやすく納得のできる料金・サービスの実現が求められている。 5 

 6 

こうした中、昨年 10 月 27日に、携帯電話料金の低廉化に向けて、モバイル7 

市場の公正な競争環境の整備に向けた具体的な取組をまとめた「モバイル市場8 

の公正な競争環境の整備に向けたアクション・プラン」を総務省が公表した。 9 

 10 

これにより、昨年末から、携帯電話事業者各社が相次いで新たな料金プランを11 

発表し、料金競争が活発化する中で、その競争の結果を利用者に実感していただ12 

くため、「利用者が自らのニーズに合ったものを選択し、利用できる」環境の整13 

備に取り組んでいくことが重要となっている。 14 

 15 

そのため、通信料金と端末代金の完全分離や行き過ぎた囲い込みの禁止等の16 

措置がモバイル市場に与えた影響等について検証する「競争ルールの検証に関17 

するWG」（主査：新美育文明治大学名誉教授）の下に、本タスクフォースを設18 

置し、事業者間の乗換えの円滑化に資する取組について、集中的かつ専門・技術19 

的な検討を行ってきた。 20 

 21 

本報告書では、①eSIMの促進、②SIMロック解除の一層の推進、③キャリア22 

メールの「持ち運び」の実現に向けた検討、④MNPの手続の更なる円滑化に向23 

けた検討等についての検討結果を取りまとめている。 24 

 25 

今後、本報告書の指摘を踏まえ、関係各方面において必要な対応が迅速に行わ26 

れることを期待するものである。 27 

  28 
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第１章 eSIMの促進 29 

（１）現状・課題 30 

eSIM1は、SIM（Subscriber Identity Module）カードを差し替えなくても、オ31 

ンラインで携帯電話事業者の乗換えを可能とすることを通じ、利用者による事32 

業者の乗換えの円滑化や海外旅行者等の利便性の向上に資するものである。 33 

諸外国においても、欧米を中心として 55カ国以上の国で eSIMの導入が進ん34 

でおり、eSIM対応スマートフォンについても、少なくとも 29種類2が発売され35 

ている。また、2024年には世界のスマートフォン全体の出荷台数のうち、33.8％36 

が eSIM対応となるとの予測もあり、今後も eSIMの普及が見込まれている。 37 

 38 

【図表１－１ 各国キャリアにおけるスマートフォン向け eSIM対応状況】 39 

 40 

 41 

 42 

 43 

 44 

 45 

 46 

 47 

                                                  
1 Embedded SIM 
2 2021年２月時点 
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【図表１－２ eSIM対応スマートフォンの対応状況（世界）】 48 

 49 

 50 

我が国においても、eSIMサービスに対応したスマートフォンの機種は、既に51 

一定数（22 種類3）存在しており、2020 年上期の日本のスマートフォン出荷台52 

数のうち、43.3％が eSIM 対応端末4となっているとの推計もある（SIM ロック53 

解除後に eSIMが利用可能な端末も含む。）。 54 

eSIM の利用は、コンシューマ向けに限られるものではない。eSIM の特徴と55 

して、長期間の振動に耐えることができ、紛失のおそれがないことが挙げられる56 

ことから、自動車に組み込まれる SIMといった法人向け利用5の需要増も見込ま57 

れている。 58 

他方、我が国のコンシューマ市場を見ると、現時点においては、端末の太宗を59 

占めるスマートフォン向け eSIMに関して、楽天モバイル株式会社（以下「楽天60 

モバイル」という。）は全てのサービスにおいて提供しており、KDDI 株式会社61 

（以下「KDDI」という。）、ソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」とい62 

う。）も一部サービスにおいて提供を開始しているものの、株式会社 NTTドコモ63 

（以下「NTTドコモ」という。）は対応の表明のみで提供していない等、対応に64 

ばらつきが見られる。 65 

                                                  
3 2021年２月時点 
4 日本では、eSIM 対応している iPhone の端末シェアが高いため、諸外国と比較して高い
割合を示している。 

5 例えば、トヨタ自動車株式会社（以下「トヨタ自動車」という。）では、コネクティッド
カーに必要な高品質かつ安定した通信をグローバルで維持する「グローバル通信プラット

フォーム」として 2016年から eSIMを活用している。 
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また、MNO6３社（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク。以下同じ。）において66 

は、MVNO7向けに eSIM サービスの提供に必要となる MNO 設備の機能開放を67 

行っておらず、多くの MVNOが eSIMを提供できない要因となっている。 68 

上記のとおり、対応端末が増加している一方、実際には、MNOの提供するサ69 

ービスの多くにおいて eSIMが利用可能となっておらず、現時点では利用者の認70 

知度が高いとは言いがたい。今後、eSIMの普及を進めるに当たっても、eSIMの71 

場合には、オンラインで申込から開通までの手続を利用者自ら行うことから、利72 

用者に対してどのようなサポートを行っていくのかといった課題を解決してい73 

く必要性が指摘されている。 74 

また、eSIMの特徴として、書面・対面を必要とせずオンラインで事業者間の75 

乗換え手続を完結できることが挙げられるが、当該乗換え手続を円滑に行うた76 

めには、本人確認をオンラインで確実に行うことが重要となる。 77 

さらに、eSIMを提供するに当たり、プロファイル8の書き込みをオンラインで78 

行うことになるが、個人情報を含む機密性の高い情報を通信でやりとりするこ79 

とから、漏えい対策を始めとするセキュリティの確保が重要であり、仮にその確80 

保ができない場合には、プロファイルの不正入手によるクローン SIM の作成等81 

のリスクを排除できないとの指摘がある。 82 

 83 

【図表１－３ eSIM対応スマートフォンの対応状況（日本）】 84 

 85 

                                                  
6 Mobile Network Operator 
7 Mobile Virtual Network Operator 
8 SIMに関する情報 
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 86 

（２）主な意見 87 

① 構成員からの意見 88 

  eSIM の活用のために、消費者にもスマートフォンやインターネットに89 

関して一定の知識やスキルが求められる。例えば、オンラインで手続を始90 

めるには QR コードを撮影して eSIM をダウンロードするといった操作が91 

必要であり、高齢者などスマートフォンに慣れていない消費者が行うには、92 

ややハードルが高い。顧客の利便性の向上には、顧客への分かりやすく適93 

切な情報提供をセットとすることが重要。 94 

  次世代の SIM と言われるような eSIM の普及促進なので、適切な形で実95 

現されれば、ユーザの利便の向上に資するものであろうと思うので、基本96 

的には賛成の立場であり、eSIM の普及に当たって、本当の意味での利便97 

性、セキュリティという意味では eSIM と eKYC のセットは必須。セキュリ98 

ティのリスクには、システムそのものの脆弱性と利用者の脆弱性とがあり、99 

特に人間のセキュリティが深刻化しており、その対策も考えていかなけれ100 

ばならない。 101 

  eSIM に関する技術的な観点からシステム全体を見たとき、弱い部分は102 

一般利用者の部分かもしれない。データを見ると eSIM について詳細まで103 

知っていたという割合は非常に少ないこともあるため、ユーザへのサポー104 

ト面が課題であり、申込から端末の回線開通までの設定をユーザ自身で対105 

応することが前提とした周知なども必要ではないか。 106 

  eSIM の推進に当たって、現状、通常の SIM でも SIM スワッピング（一種107 

のアカウント乗っ取り攻撃）が起きているということを考えると、キャリ108 

アの変更や新規に関する申込に関してのオペレーションみたいなところ109 

が重要になる。 110 

  MVNO が eSIM 利用から排除、出遅れることは極めて憂慮すべき点であり、111 

MNO各社の機能開放のタイミングとサービス提供のタイミングが同じにな112 

ってしまうと、MVNO が競争の観点から不利になる可能性もある。 113 

  eSIM を使うキャリアがいないと、それを製造するベンダーも積極的に114 

はならないので、MVNO と MNO の公正競争の観点から、eSIM の導入・普及115 

時にはキャリアとベンダーの協力が必要。 116 

 117 

② 事業者等からの意見 118 

ア eSIM の需要・効果 119 

  eSIM の導入により、利用者における事業者の乗換えの円滑化、用途に120 
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応じたサービス利用の柔軟化が実現するものと考える。（第２回会合：121 

楽天モバイル、第３回会合：一般社団法人テレコムサービス協会 MVNO 委122 

員会（以下「MVNO 委員会」という。）） 123 

  eSIM と eKYC とを組み合わせることで、利用者の待機時間が少ない契124 

約が可能となる。オンライン申込完了後 20 分以内の開通、ショップや125 

コールセンターの営業時間外である夜間・早朝時間帯での利用開始とい126 

った、利用者利便の向上を実現。（第２回会合：楽天モバイル） 127 

  アンケートによると、eSIM 対応のサービス提供希望は、希望あり又は128 

前向きに検討中が 15 社中 12 社であり、旺盛なニーズが存在する。（第129 

３回会合：MVNO 委員会） 130 

  訪日観光客向けの SIM 販売において、eSIM を導入することで、現在131 

SIM カードを物理的に管理することによって、かかっている多くの人件132 

費、手間を削減でき、また、SIM 受渡カウンターの大行列をなくす等、133 

利用者利便にも資する。政府目標である 2030 年の訪日客 6000 万人とい134 

う実現に向けて eSIM は必須サービスであるので、まずはオリンピック135 

開催までの 6 ヶ月間での eSIM 導入を目指すべき。（第３回会合：HIS 136 

Mobile 株式会社（以下「HIS モバイル」）） 137 

  eSIM を活用することにより、今のコロナ禍において、今まで一々手渡138 

ししているようなものが全て非接触で渡せるというのは大きなチャン139 

ス。（第３回会合：HIS モバイル） 140 

  車内で利用するSIMは長時間の振動に耐え得ることや紛失のおそれを141 

踏まえると埋め込み型（eSIM）を利用することが望ましい。（第３回会142 

合：トヨタ自動車） 143 

  法人利用における eSIM 普及に向けて、通信キャリアが持つ情報や運144 

用時のルールに関する透明性の確保・オープン化・共通化に期待。（第３145 

回会合：トヨタ自動車） 146 

  eSIM 利用は、特にキャリア変更や複数回線サービス、オプションサー147 

ビスとしての利用への期待や海外での利用が容易であり、グローバルで148 

人の移動が活発になれば利用者数の更なる拡大への期待ができるなど149 

利用者の利便性の向上に資する。（第４回会合：株式会社 MM 総研（以下150 

「MM 総研」という。）） 151 

 152 

イ eSIM の対応状況 153 

  現在、自社のスマートフォン向け eSIM サービスは未対応であり、対154 

応時期についても未定。（第２回会合：NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク） 155 

  全サービスについて eSIM 対応済であり、SIM ロックフリーeSIM 対応156 
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端末「Rakuten mini」を 2020 年１月より販売。他社発売製品を含め、157 

今後も対応機種の拡充を進める方針。（第２回会合：楽天モバイル） 158 

  eSIM における SIM ロックの扱いは、物理 SIM における SIM ロックの159 

扱いに準ずる。（第２回会合：NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク） 160 

  MVNO が HLR/HSS 連携している場合、自ら用意した SM サーバ（SM-DP+）161 

から eSIM へプロファイルの書込みが可能。（第２回会合：NTT ドコモ） 162 

  eSIM のスマートフォン対応について、セキュリティリスクへの対策を163 

講じる前提で検討していく。（第２回会合：NTT ドコモ） 164 

  MVNO への RSP 機能については、当社スマートフォンの eSIM 対応と同165 

時期に提供する予定。（第２回会合：NTT ドコモ） 166 

  eSIM を活用したオンライン完結型サービスを新機軸とした MVNO を設167 

立。他の MVNO に対しても、eSIM サーバの RSP 機能を 2021 年春以降に開168 

放する予定。（第２回会合：KDDI） 169 

  多くのMVNOが、データ通信・音声通信ともにeSIM対応するためには、170 

MNO 自らの eSIM 対応で用いる「リモート SIM プロビジョニング（RSP）171 

機能」を、MNO と MVNO が同時期にサービス提供できるタイミングで、172 

MVNO においても利用可能としていただくことが必要。（第３回会合：MVNO173 

委員会） 174 

  RSP 機能の提供に際しては、利用者においてオンラインで手続が完結175 

できるよう、同時にオペレーションシステムの API 連携も実施いただく176 

ことが必要。（第３回会合：MVNO 委員会） 177 

  弊社は、アメリカでベンダーと協力し、日本からアメリカへの旅行者178 

に向けた eSIM サービスの提供を予定。MNO に HSS のデータの書込みを179 

してもらうことで、注文が入り次第そのデータをプロファイル化して QR180 

コード等で飛ばすというサービスとなっている。（第３回会合：HIS モバ181 

イル） 182 

  弊社の推計によれば、グローバルのスマートフォンの合計出荷台数183 

12.9 億台に対して eSIM 対応端末が 19％、2024 年では 33.8％となり、184 

３台に１台は eSIM 対応になるという予測となっている。また、国内の185 

スマートフォン出荷台数のうち、2019 年度通期で eSIM 対応端末は合計186 

で 34.8％、2020 年度上期で 43.3％となる。（第４回会合：MM 総研） 187 

 188 

ウ eSIM 普及の課題 189 

  eSIM ベンダーが乱立する状況にあり、eSIM の場合にはキャリアがベ190 

ンダーを選択できないため、鍵情報の漏えい等によるクローン SIM の作191 

成等により、特殊詐欺等に悪用される懸念がある。（第２回会合：NTT ド192 
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コモ） 193 

  スマートフォンへのサービス提供に当たっては、eSIM 設定時の対応や194 

eSIM データの誤消去といったユーザビリティの問題があり、比較的リテ195 

ラシーが低い利用者にとっては、ややハードルがある。（第２回会合：196 

KDDI） 197 

  eSIM サービスの本格的な普及に向けて、オンライン上での手続が主流198 

になることで、①利用者に一定程度のICTリテラシーが求められること、199 

②利用者に一定水準のオンライン環境が求められること、③初期設定や200 

不具合発生時等のサポート面で詳細の説明や時間が必要となるケース201 

が想定されることといった運用面での課題がある。（第２回会合：ソフ202 

トバンク） 203 

  eSIM の普及促進に向けては、利用に際してのトラブル防止の観点か204 

ら、利用者に対するサポートの充実、利用者のリテラシー向上にも併せ205 

て取り組むことが必要。（第３回会合：MVNO 委員会、第４回会合：MM 総206 

研） 207 

  MNO の利用者のみが利用できる eSIM 対応端末の存在は、利用者利便208 

を阻害するため、是正が図られるべき。（第３回会合：MVNO 委員会） 209 

 210 

エ eSIM のセキュリティ確保 211 

  eSIM を導入しても、eKYC で本人確認した場合を除き、利用者への書212 

面を郵送する必要があること、また eKYC に対応した場合であっても、213 

現時点では、人手による目視確認等も実施しており、それらを自動化等214 

する必要がある。即時の本人確認が実現できるようになり、eKYC が広く215 

普及すれば、eSIM 利用による利用者利便の向上を実感頂けると考える。216 

（第２回会合：NTT ドコモ） 217 

  契約者管理サーバからダウンロードされるプロファイルについて、漏218 

えい/不正利用の懸念については、現状の当社サービスにおいては、専219 

用アプリの利用等により当該懸念を最小化すべく対処を行っており、こ220 

れまでは問題となる事象の発生はないなど、現状のセキュリティの課題221 

は、運用で一定程度軽減可能。（第２回会合：KDDI） 222 

  GSMA の標準仕様に準拠したソリューション等の利用やプロファイル223 

の再利用を行わない等の適切な運用を行うことで、eSIM 対応していない224 

ものと同等のセキュリティが担保されると認識。（第２回会合：ソフト225 

バンク） 226 

  多様な端末や事業者において eSIM サービスが導入・普及した場合や227 

適切な運用がなされない場合（例：本人確認不十分等）においては、プ228 
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ロファイルの不正入手によるクローンSIM作成リスクやオンラインでの229 

契約完結による不正契約のリスクといったセキュリティリスクが高ま230 

る可能性がある。（第２回会合：ソフトバンク） 231 

  基本的には、GSMA の RSP 仕様に沿って、eSIM サーバ（SM-DP+）にお232 

ける資産管理、eUICC における対タンパ性の確保、SM-DP+へのアクセス233 

に関するネットワークでのユーザ管理を実施。物理 SIM との差分は、SIM234 

プロファイルの通信によるダウンロードの部分であり、SM-DP+と eUICC235 

との間での暗号化通信を担保すれば、物理 SIM とセキュリティリスクは236 

同等と考える。（第２回会合：楽天モバイル） 237 

  MVNO への eSIM の機能開放においては、MVNO とのプロファイル情報の238 

やり取りに際し、セキュリティが十分に担保されることが前提。（第２239 

回会合：楽天モバイル） 240 

  eSIM における技術的なセキュリティリスクについては、GSMA の仕様241 

に準拠することで、物理 SIM カードと大きな差はないと認識。（第３回242 

会合：MVNO 委員会） 243 

  利用者利便の向上のためには、eSIM の普及促進と eKYC の普及促進を244 

セットで推進することが重要。（第３回会合：MVNO 委員会） 245 

  従来の SIM と eSIM とのセキュリティ上の違いとして、従来の SIM は246 

MNO がセキュリティ要件を考慮し、どの製品を使うか選択が可能なのに247 

対し、eSIM は、ユーザがスマートフォン等を選択するため、どの eSIM248 

製品を使うか MNO が選択不可能であることがある。そのため、eSIM で249 

は、第三者によるセキュリティレベルの保証が重要。（第４回会合：大日250 

本印刷株式会社（以下「大日本印刷」という。）） 251 

  標準仕様上、eSIM 製品化においては CC 認定の取得が必須となるが、252 

2019 年 9 月までは eSIM 製造時に必要となる eSIM 工場証明書の取得の253 

条件とはなっておらず、実際に CC 認定を取得していない製品が市場に254 

出回っている。そうしたリスクを回避するため、eSIM を利用する場合に255 

は、必要となる費用、脅威、ユーザ利便性などを考慮し、プロファイル256 

ダウンロード前に、オペレータ又は SM-DP+が、ベンダーやバージョンを257 

識別可能となる eSIM 管理番号である EID 等を確認し、プロファイルダ258 

ウンロードに適しているかどうかを判断するというオプションが利用259 

可能。（第４回会合：大日本印刷、タレス DIS ジャパン株式会社（以下260 

「タレス DIS ジャパン」という。）） 261 

  eUICC は、GSMA によって厳格なコンプライアンスプロセスが定義され262 

ている。eUICC については eUICC そのもののセキュリティに関するプロ263 

セス、eUICC の製造プロセスに対するセキュリティ、機能認定の３つが、264 
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SM-DP+についてはセキュリティの認定と機能認定の２つが、デバイスに265 

関しては機能認定が、GSMA のコンプライアンス取得のために必要。（第266 

４回会合：タレス DIS ジャパン） 267 

  GSMA に eUICC プロファイル管理のための環境・プロセスに対するセ268 

キュリティ認定スキーム（SAS）があり、厳格な論理・物理セキュリティ269 

要件が定義されている。認定を受けるためには監査を受ける必要があり、270 

２年ごとに更新が必要。（第４回会合：タレス DIS ジャパン） 271 

  SM-DP+と eUICC との間の通信については、通常の HTTPS（TLS1.2）通272 

信に加え、SM-DP+と eUICC との間の PKI による相互認証及び SM-DP+と273 

eUICC 間のエンドツーエンドの暗号化を施して保護されている。（第４回274 

会合：タレス DIS ジャパン） 275 

 276 

（３）対応の方向性 277 

eSIM（特に端末の太宗を占めるスマートフォン向けのもの）については、諸278 

外国における導入の状況、「モバイル市場の公正な競争環境の整備に向けたアク279 

ション・プラン」（2020年 10月 27日公表）等を踏まえ、一層の普及促進を図280 

っていくことが適当である。 281 

この際、利用者による事業者の乗換えの円滑化に資することに加え、eSIMが282 

海外旅行者等の利便性の向上に資するものであることに鑑みると、とりわけ、283 

MNO３社において導入が進んでいないスマートフォン向けのeSIMについては、284 

新型コロナウイルス感染症の収束を見据えつつ、できるだけ早期に導入する必285 

要があることから、2021年夏頃を目途として導入することが適当である。 286 

また、総務省においては、本報告書を踏まえ、公正競争環境や利用者利便の確287 

保といった観点から留意すべき点についてガイドラインを作成し、eSIMを普及288 

促進していくことが適当である。 289 

 290 

① MVNOへの機能開放 291 

eSIM を導入する際には、MNO において導入することはもとより、MVNO292 

においても導入することができる環境を整備することが適当である。 293 

多くの MVNOが eSIMを導入するためには、MNO設備の機能の提供が必要294 

となることから、MNO は MVNO の eSIM 提供を可能とする機能（RSP 機能295 
9）を適切な条件の下で開放することが適当である。この場合において、eSIM296 

が事業者間の乗換えの円滑化に資するものであることに鑑みると、MNOがス297 

マートフォン向けの eSIM の提供を開始する際には、RSP 機能を開放するこ298 

                                                  
9 Remote SIM Provisioning機能 
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とにより、MVNO が MNO とできる限り同じ時期にスマートフォン向けの299 

eSIMの提供をできる環境を整備することが適当である。 300 

また、RSP機能を開放する場合、MVNOの要望に応じ、当該機能の利用に301 

付随するオペレーションシステムの API連携10も進めるべきである。 302 

なお、RSP機能の開放以外の事業者間連携による eSIMの提供形態11につい303 

て、MVNOから具体的な提案があった場合には、MNOは真摯に協議に応ずる304 

べきである。 305 

 306 

② 利用者へのサポート 307 

eSIMにおいては、回線の申込から開通までの設定等を利用者自らオンライ308 

ンで行うことが想定されるため、セキュリティや利用者利便を確保する観点か309 

ら、MNOや MVNOにおいて、ベンダーとも協力しながら、eSIMに関する利310 

用者の認知度の向上を図るとともに、利用者への分かりやすい情報提供を行う311 

など、その申込から開通までの一連の手続に関する利用者へのサポートの充実312 

を図るべきである。 313 

 314 

③ セキュリティ 315 

MNO及び MVNOは、それぞれの責務の範囲内で、悪意のある第三者による316 

プロファイルの不正入手を通じたクローン SIM の作成等 eSIM の運用に伴う317 

セキュリティ上の危険性をできる限り排除する必要があり、GSMA12による認318 

証を受けたサーバや暗号化された通信を利用等13することにより、ベンダーと319 

協力し、現行の SIM カードを用いるサービスと同等のセキュリティを確保す320 

る仕組みを導入すべきである。この場合において、MNOは MVNOによる円滑321 

な eSIM提供を確保することに留意すべきである。 322 

  323 

④ 本人確認 324 

eSIMの契約締結に伴う本人確認については、携帯音声通信事業者による契325 

                                                  
10 Application Programming Interfaceを活用したアプリケーション同士の連携  
11 例えば、MNOに HSSへのデータの書込みをしてもらうことで、そのデータをプロファ
イル化して QRコード等で利用者に送付する方法（第３回会合：HISモバイル）が考えら
れる。 

12 GSM Association。eSIMの仕様を策定した業界団体 
13 eSIM では、メーカが eSIM ベンダーを選定・調達することから、GSMA の認証を受け
ていたとしても、セキュリティへの懸念が生じる場合、事業者が、プロファイルダウンロ

ード前に、オペレータ又は SM-DP+について、EID（eSIM の管理番号。ベンダーやバー
ジョンを識別可能）等を確認し、適正性を判断するというオプションを活用することで、

事業者側でセキュリティリスクを担保できると考えられる。 
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約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止に関する法律326 

（平成 17 年法律第 31 号）第２条第２項に規定する携帯音声通信役務につい327 

て行うことが求められるものであり、当該携帯音声通信役務以外の役務につい328 

ても本人確認を行うことが望ましいものであるところ、特に、利用者から事業329 

者の変更をオンラインで完結することについて求めがある場合には、事業者は、330 

役務の別を問わず、eSIM サービスの提供に際して eKYC14による本人確認を331 

可能とすることが適当である。 332 

 333 

【図表１－３ eSIMのセキュリティ】 334 

 335 

  336 

                                                  
14 electronic Know Your Customer。オンライン手続による本人確認 
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第２章 SIMロック解除の一層の推進 337 

（１）現状・課題 338 

① SIMロックとは 339 

SIM ロックとは、特定の SIM カードが差し込まれた場合にのみ動作するよ340 

う端末に制限を課すものである。 341 

 342 

② SIMロックを課す理由とその影響 343 

SIMロックを設定している事業者からは、SIMロックは、端末の割賦代金等344 

の不払いや端末の詐取・転売を目的とした購入等の不適切な行為を防止するた345 

めの対策として設定しているものとの説明がなされている。 346 

 他方で、SIM ロックが設定された端末は SIM ロックを解除しないと他社回347 

線での使用ができないことから、SIMロックは、①事業者の乗換えや他の事業348 

者のサービスの併用（海外渡航時に現地の事業者のサービスを利用することを349 

含む。）の利用を妨げ、購入者の利便を損なう（購入者の権利を制限する）効350 

果を有する。また、②事業者間の乗換えのコスト（理解・申出や手間・費用）351 

を押し上げることにより、料金・サービス内容の差別化による事業者間の競争352 

を阻害する（携帯電話サービス市場における競争を制限する）効果を有するも353 

のである。 354 

 このように、SIMロックは、不適切な行為を防止するという事業者側の事情355 

に基づき設定されているもの15であるが、上記のとおり、購入者の権利を制限356 

するとともに競争を阻害する効果を有するものである。しかしながら、特に、357 

かかる行為を行うおそれのない大多数の購入者からすれば、合理的な理由もな358 

いにもかかわらず、権利が不当に制限されるものである16。 359 

                                                  
15  購入者にとってのメリットとして、端末の盗難を抑止する間接的な効果があるという主
張もあった。しかしながら、端末が購入者に渡った後に、当該端末に SIMロックが設定さ
れているか、SIM ロックが設定されている場合にどこの事業者により SIM ロックが設定
されているかを外形的に判断することは不可能であり、窃取者が SIM ロックのあること

を理由に窃取をためらうということは考えられない。従って、SIMロックの設定が端末の
盗難を抑止する効果があるとの説明に説得力はない。 

16  ある事業者から独自に実施したウェブアンケートの結果をもって、「SIMロック解除を
希望しない消費者がいる」という主張もなされた。 
①この点、総務省が 12月に実施したウェブアンケートでは、「SIMロックがかかっていな
い方がいい（41.6％）」と「わからない（48.9％）」が大半を占めている。「SIMロックが
かかっている方がいい」という回答も 9.5％あったが、その理由は「理由なし、わからな
い（2.9％）」、「安心・安全そう（2.6％）」、「悪用されにくそう（1.0％）」など根拠に乏し
いものとなっていること 
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 360 

③ SIMロック解除に関するルール整備の経緯 361 

これまで総務省においては、SIM ロックを設定する事業者の事情を踏まえ362 

つつ、利用者の不便の改善及び競争を促進する観点から SIM ロックの解除を363 

促進するためのルール整備を図ってきた17。 364 

 直近では、2019年 11月 22日に「移動端末設備の円滑な流通・利用の確保365 

に関するガイドライン」（以下「SIMロック解除ガイドライン」という。）を改366 

正し、購入時に信用確認措置に応じた者については手数料無料で SIM ロック367 

が解除された端末を渡さなければならないこと等とした。 368 

 369 

④ ルール整備後における対応状況と課題 370 

上記の前回の SIMロック解除ガイドラインの整備を受けて、2020年の同ガ371 

イドラインの全面適用と併せて MVNO各社においては SIMロックを全廃18し372 

た。また、新規参入 MNOである楽天モバイルは、その販売する全ての端末に373 

ついて SIMロックを設定していない。現在、販売する端末に SIMロックを設374 

定しているのは、MNO３社のみである。 375 

 MNO３社についても対応に差がある。NTTドコモは、購入者が一括払い又376 

は購入時に分割払いで信用確認措置に応じた場合には、購入者の申出を受ける377 

ことなく SIM ロックを解除して端末を渡す措置を 2020 年８月から導入して378 

いる。しかしながら、KDDIとソフトバンクは、購入者からの申出があった場379 

合に限って、SIMロックを解除した端末を渡している（申出がない場合には、380 

SIMロックを解除していない。）。 381 

                                                  
②既に申出なしの購入時の SIMロック解除を行っている事業者によると、購入者から「申
出なしに SIM ロック解除を行うこと」について苦情やトラブルは生じていないとの説

明があったこと 
③総務省（電気通信消費者相談センター）に対してもそういった苦情やトラブルは一切寄

せられていないこと 
を踏まえると、少なくとも SIM ロックを積極的に希望する購入者がいるという説明は根

拠に乏しい。アンケートにおいて SIM ロック解除を希望しないと回答した消費者が SIM
ロックの本質について十分に理解した上で、そのような回答をしたとは言い難いと考えら

れる。 
17 2010年６月に「移動端末設備の円滑な流通・利用の確保に関するガイドライン」を策定
し、SIMロック解除の努力義務を課した。2014年 12月に同ガイドラインを改正し、SIM
ロック解除を義務付けた。2017年１月に「モバイルサービスの提供条件・端末に関する指
針」を策定し、SIMロック解除が可能となるまでの期間を 180日から 100日へ短縮した。
2018年８月に同指針を改正し、中古端末の SIMロック解除を義務付けた。 

18 2020 年４月６日の SIM ロック解除ガイドラインの全面適用に合わせて、ビッグローブ
株式会社、LINE モバイル株式会社及び J:COM グループ各社（J:COM MOBILE）は、
SIMロックの設定自体を止めている。 
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また、購入者が分割払いを選択したが信用確認措置に応じなかった場合につ382 

いては、MNO３社とも、端末代金を完済又は端末購入から 100日が経過した383 

段階で、購入者からの申出に応じる形で SIM ロック解除に応じている（申出384 

がない限り、SIMロックを解除していない。）。 385 

これらの SIM ロックの解除に当たり発生する申出・手続という時間や労力386 

の負担のほか、経済的負担の面に目を向けると、購入時の SIM ロック解除は387 

無料だが、購入時以外の SIM ロック解除は、オンラインによる解除のみ無料388 

で、店頭での解除は有料（MNO３社とも手数料 3,000円を徴収。）となってい389 

る。 390 

 MNO３社による対応の違いがもたらす結果を探るため、SIM ロック解除件391 

数の動向を分析すると、NTT ドコモの解除件数が大きく伸びている一方で、392 

KDDIとソフトバンクの解除件数はほぼ横ばいである19。KDDIとソフトバンク393 

の端末を購入した者のうち信用確認措置に応じた者の割合は確認できていな394 

いが、その割合が NTT ドコモの割合と多少の違いがあったとしても、その違395 

いでは説明できない程の圧倒的な解除件数の差が開いている。 396 

 397 

【図表２－１ SIMロック解除件数の推移】 398 

 399 

出典：本 STF（第５回）（2021年２月 26日）資料 400 

 401 

                                                  
19 NTT ドコモは 2020 年８月 19 日から、一括での購入者又は端末の購入時に信用確認措
置に応じた購入者に対して、申出が無くても SIM ロックが解除された端末を渡す取組を

実施している。これを受け、直近の 2020 年度第３半期の SIM ロック解除件数（MNO３
社計）は 350万件を突破し、対前年同期比 3.9倍となった。 
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この状況から明らかに見て取れるのは、SIM ロックの解除について購入者402 

側の対応を求めることによって、不適切な行為を行うおそれが低いことが確認403 

されている者についても、SIMロックが数多く放置されてしまうことである。 404 

 また、2019 年 10 月に施行された｢電気通信事業法の一部を改正する法律｣405 

（令和元年法律第５号。以下「改正事業法」という。）による通信料金と端末406 

代金の完全分離を受けて、各社には通信料金と端末代金を切り離した事業運営407 

が求められている。特に留意すべきは、改正事業法を踏まえ、MNO３社は非408 

回線契約者に対しても端末の販売を開始している20が、非回線契約者（すなわ409 

ち、自社の回線契約を前提にしていない顧客（購入者））に対しても、回線契410 

約者と同様に、自社の回線への SIM ロックを設定した端末を販売しているこ411 

とである。「非回線契約者に対して端末を販売している」という事実と当該端412 

末が自社の回線でなければ機能しないという事実は明らかに矛盾しており、自413 

社又は自社の回線を用いた MVNOとの回線契約を実質的に強要しているに等414 

しいと考えられる。 415 

 なお、英国においては、Ofcomが 2021年 12月をもって SIMロックを設定416 

した端末の製造・販売を全面的に禁止する規制を導入するといった動きもある。 417 

 このように、前回の SIM ロック解除ガイドラインの整備以降の状況変化や418 

明らかになった課題を踏まえ、不適切な行為の防止を図りたいという事業者側419 

の事情を踏まえつつも、市場全体の大多数を占める善良な購入者に対して課さ420 

れている時間的・経済的な負担を限りなくゼロとするとともに、事業者間の乗421 

換コストを最小化して競争の一層の促進を図る観点から、改めて SIM ロック422 

解除に関するルールについて見直しを行うことが必要である。 423 

 424 

（２）主な意見 425 

① 構成員からの意見 426 

  SIMロックの解除もそうだが、購入者にとって何ら利益がないとすれば、427 

これも競争法の考え方だが、競争制限的でない、他に代わり得る手段が存428 

在するにもかかわらず、より競争阻害的だと考えられる手段がとられてい429 

るとすれば、それは不合理ではないか。SIMロックにしても MNPにしても、430 

全事業者が共通の理解の下での対応というのが求められるのではないか。 431 

   SIM ロックについては、2007 年から 15 年近くも議論がなされてきたと432 

ころではあるが、競争制限効果がより小さい代替手段が存在しそれが実施433 

                                                  
20 NTTドコモは 2020年３月 18日以降、KDDIは 2019年 10月１日から 30日までの間
及び 2020年２月 21日以降、ソフトバンクは 2019年 9月 13日以降、非回線契約者に対
する端末購入サポートプログラムを通じた端末販売を行っている。 
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可能であるにもかかわらず、より制限効果が大きく、消費者に不利益とな434 

るような措置を取るということは認められないという考え方が今回示さ435 

れたことは非常に画期的ではないか。これまで、利用者目線からして原則436 

と例外が逆転していたわけだが、これを機に、SIM ロックだけに限らず、437 

制限効果を有するあらゆる効果を総点検し、今回示された考え方を、あら438 

ゆる取引慣行に対する指導原則として定着、制度化を図っていくべき。 439 

  以前は端末の代金を販売奨励金等で大幅に値引いていたため、SIM ロッ440 

クが必要だった。一方、最近は、通信料金と端末代金が分離しており、利441 

用者は端末の大幅値引きをすることなく海外と同程度の価格で端末を購442 

入している。海外で購入すると SIM ロックがされていない端末が大半であ443 

るにもかかわらず、日本の利用者は自由度の低い端末を購入しているとい444 

うことになるので、SIM フリーの状態で提供されるべきだと考える。 445 

 446 

② 事業者等からの意見 447 

ア SIM ロックをかけている目的、理由 448 

  販売店からの盗難や、分割払（口座振替）により購入し、一度も料金449 

を支払わずに端末を窃取する行為を防ぐため。（第１回事業者間協議：450 

NTT ドコモ） 451 

  端末の割賦代金等を支払わない行為や端末の詐取を目的とした不適452 

切な行為等を防止するため。また、購入者についても、SIM ロックがか453 

かっていることで、盗難等の不適切な行為を助長させない効果が期待で454 

きる。（第１回事業者間協議：KDDI） 455 

  販売店(販売前)及びお客様利用期間中(販売後)における盗難防止。ま456 

た、貸倒れや不正搾取防止。（第１回事業者間協議：ソフトバンク） 457 

 458 

イ 非回線契約者に販売する端末に SIM ロックをかけることについて 459 

  端末詐取リスクは、非回線契約者、回線契約者にかかわらず発生する460 

ものであり、差分を設けることなくこれまで同一の解除ルールにて運用461 

してきた。クレジットカードの支払で解除可能であることから、非回線462 

契約者に SIM ロックをかけることの合理性があると考えていた。（第463 

３回事業者間協議後追加質問に対する回答：KDDI） 464 

  SIM ロックは債権保全の一手段として実施しているものであり、回線465 

契約の有無に差分を設けることなく、その端末の支払方法を判断し、一466 

律の対応をすることに合理性はある。（第３回事業者間協議後追加質問467 

に対する回答：ソフトバンク） 468 

  回線契約のない方でも使えるケースは勿論存在している。MVNO で利469 
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用する場合や自身の２台目として購入するケース等で利用できる。利用470 

先が限定されることによって、不正搾取のリスクを最小化しているとい471 

うものが SIM ロック。回線契約のない方に対しても不正のリスクを最小472 

化するために設定している。（第３回事業者間協議：ソフトバンク） 473 

 474 

ウ 非回線契約者に販売する端末に SIM ロックをかけることについて 475 

  端末代金不払い等の不適切な行為によるリスクを低減するため、携帯476 

電話（通信サービス）の新規契約においては本人確認書類の真贋判定の477 

強化、割賦販売においては外部機関による与信審査の活用等を図り、不478 

正契約の抑止に努めている。加えて、オンラインショップにおいては、479 

2020 年 12 月よりｄアカウントを用いたログインに対して、２段階認証480 

を基本とした本人確認を開始、2021 年 8 月より「eKYC」を導入予定。（第481 

３回事業者間協議追加質問：NTT ドコモ） 482 

  端末代金不払い等の不適切な行為によるリスク回避としては、審査の483 

徹底と請求金額の回収に取り組んでいる。また、請求金額の滞納時には、484 

ネットワーク利用制限を実施する等、不適切な行為によるリスクの軽減485 

に努めている。他方で、ネットワーク利用制限はあくまで自社網による486 

制限であり、海外への転売等を阻止する手段は今のところ SIM ロック487 

のみが有用な手段。（第３回事業者間協議後追加質問に対する回答：ソ488 

フトバンク） 489 

  契約の際の契約者との取扱いやマネジメント等において、EC ビジネス490 

のノウハウも生かしつつ運用を進めている。（第３回事業者間協議：楽491 

天モバイル） 492 

  多くの MVNO で販売している SIM フリー端末は、家電量販店やアマゾ493 

ン、楽天等の EC 市場でも取り扱っているものであり、端末の不正取得494 

のリスクは MVNO 固有のものではない。MVNO のみが個別にリスクヘッジ495 

を行わないと事業が継続できないとするのであれば、量販店や EC サイ496 

トで端末が取り扱われるはずもない。その観点からも、MVNO は SIM ロッ497 

クに頼らず事業を行っている。（第３回事業者間協議：MVNO 委員会） 498 

 499 

（３）対応の方向性 500 

前述のとおり、販売する端末に SIM ロックを設定する行為は、①購入者の権501 

利を制限する効果を有するとともに、②携帯電話サービス市場における競争を502 

制限する効果も有する。 503 

このように購入者の権利や競争を制限する効果を有する行為については、許さ504 
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れるケースを極力限定することが必要であり、そのための検討のアプローチと505 

しては、当該行為を原則として禁止した上で、A.真に必要性が認められるととも506 

に、B.比例原則に従い、最小限の手段と認められる場合に限って認めることが適507 

当と考えられる。 508 

こうした考え方に基づき、SIMロックについて、改めて検討を行うと、次のと509 

おり考えられる。 510 

 511 

① 不適切な行為が行われる可能性が低いことが確認できた場合における512 

SIMロックの考え方 513 

まず、端末の割賦代金等を支払わない等の不適切な行為が行われる可能性が514 

低いことが確認できた者について、端末に SIM ロックを設定する必要性は認515 

められないのではないか。したがって、かかる場合において SIM ロックを設516 

定する（既に設定した SIMロックを解除しないことを含む。）ことは、電気通517 

信事業者の事業の運営が適正かつ合理的でないため、電気通信の健全な発展又518 

は国民の利便の確保に支障が生ずるおそれがあるものとして、電気通信事業法519 

（昭和 59 年法律第 86 号）に基づく業務改善命令の対象となる行為として、520 

一律に禁止されるべきである。 521 

 具体的な運用としては、不適切な行為が行われる可能性が低いことが確認で522 

きた購入者に対しては、当該購入者に一切の負担（理解・申出や手間・費用）523 

を課すことなく、事業者の責任・費用負担において、SIMロックが設定されて524 

いない端末を渡す（購入時（一括払又は信用確認措置に応じた場合（クレジッ525 

トカード払等）））、また、既に渡した端末の SIMロックを解除する（購入後（代526 

金完済、端末購入時から 100日経過等））ことが求められる。 527 

 528 

② 不適切な行為が行われる可能性が低いことが確認できない場合における529 

SIMロックの考え方 530 

 次に、不適切な行為が行われる可能性が低いことが確認できない者について、531 

その確認ができるまでの間については、不適切な行為が行われる可能性が残る532 

以上、事業者がそのリスクを回避・軽減するために「何らかの対策」を取る必533 

要性は認められる。 534 

 他方で、そのための手段として SIMロックを設定することについては、 535 

ア 一般的な商慣行において、比較的高額な商品を割賦等により販売する例が536 

多くある中（例：婚約指輪、高級カメラなど）、「支払が滞った場合に備えて、537 

当該商品の機能を制限しておく」というような SIM ロック類似の措置を講538 

じている例は見られない。こうした商品を販売する事業者は、購入時におけ539 

る本人確認の徹底や支払能力・意思の有無を確認するための事前審査、外部540 
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機関による与信審査の活用、一定の頭金の徴収、さらには、不払いが生じた541 

際の差押えなど、様々な手段を活用することによりリスクを回避・軽減して542 

いると考えられること 543 

イ 携帯電話業界においても、SIM ロックを設定していない楽天モバイルや544 

全ての MVNOにおいては、SIMロックという手段に依らず、上記①で述べ545 

たような手段を活用することによってリスクを回避・軽減していること 546 

ウ 「端末代金の回収リスクが残っているために通信回線契約先を拘束する」547 

というのは、目的（必要性）と手段が適合しておらず、特に、通信料金と端548 

末代金の完全分離を目的とする改正事業法の趣旨にも沿わないと考えられ549 

ること（特に、非回線契約者に対して SIM ロックを設定した端末を販売す550 

ることは、販売対象者を「非回線契約者」としながら、販売する端末を「自551 

社回線に制限」しているという点において矛盾していると言わざるを得ず、552 

広く社会的に理解を得るのは困難と考えられること） 553 

 などを踏まえると、不適切な行為によるリスクの回避・軽減という「必要性」554 

に照らして、SIMロックという「手段」を採用することは、比例原則に従った555 

最小限のものとは認めがたい（当該「必要性」については、購入者の権利や競556 

争への制限効果がより低い、上記①で述べたような手段により目的を達成す557 

ることができる）と考えられる。 558 

以上を踏まえれば、不適切な行為によるリスクの回避・軽減という「必要性」559 

は認められるものの、事業者においては、原則として、SIMロックではなく、560 

購入者の権利や競争への制限効果がより低い他の代替的な手段を最大限に活561 

用して当該必要性へ対応することが求められると考えられる。 562 

ただし、現時点では想定されないが、今後、万が一、他の代替的な手段では563 

対応が困難であり、SIM ロックでなければ対応できないリスクが明らかにな564 

った場合には、事業者の責任において、その点について定量的なデータなども565 

明らかにし、関係者の理解を得ることで、SIMロックと比較して制限効果がよ566 

り低い手段では目的を達成することが困難であることが証明されれば、SIMロ567 

ックを採用することまでが完全に否定されるものではない。 568 

なお、この場合、上述の特段のリスクに対応するため SIM ロックを採用す569 

ることになった当該事業者においては、次のような対応を行うことが求められ570 

ると考えられる。 571 

ア 単に自社のWebサイトにSIMロックの解除条件を掲載するといった消極572 

的な形での情報開示ではなく、TVCMやネット広告などの手段も活用して、573 

広く潜在的な購入者に対して積極的に周知・情報発信を行うとともに、実際574 

の販売現場となる販売代理店での販売時や端末のオンライン販売サイトに575 

おいては、分かりやすく目立つ表示を用いて、SIMロックが設定されている576 
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端末を販売していることを確実に説明すること 577 

イ SIMロックを設定して販売した端末について、購入者又は二次利用者が、578 

当該端末の SIM ロックが解除されているか否かを確認できる簡易な手段579 

（例：契約等なくアクセスできる Web サイトに当該端末の IMEI を入力す580 

るだけ確認できるなど）を設けること 581 

仮に、事業者がこうした適切な対応を行うことなく、購入者の権利や競争へ582 

の制限効果を有するSIMロックの設定を漫然と継続しているような場合には、583 

必要に応じて業務改善命令などにより是正を求めることが必要と考えられる。 584 

総務省においては、ここに示された方向性の早期の実現に向け、SIMロック585 

解除ガイドラインの改正を含め、必要な措置を講ずることが適当である。事業586 

者においては、総務省が行う措置に基づき、SIMロックの設定を漫然と継続す587 

ることがないよう、速やかな対応が求められる。 588 

また、今回 SIM ロック解除について行った検討のアプローチは、SIM ロッ589 

クに限らず、購入者の権利や競争への制限効果を有する他の行為が行われてい590 

た場合にも同様に踏まえて検討が行われることが適当と考えられる。 591 

今後、事業者において議論の対象となるような行為が行われていた場合には、592 

総務省において、当該アプローチを踏まえて検討・判断を行うことが適当であ593 

る。 594 

  595 
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第３章 キャリアメールの「持ち運び」の実現に向けた検討 596 

（１）現状・課題 597 

キャリアメール21は、これまで携帯電話事業者が提供する基本的なサービスと598 

して長年にわたって利用されてきており、法令22を踏まえた本人確認を行った上599 

で提供していることも相まって、フリーメール等と比較して信頼性の高いサー600 

ビスとして位置付けられてきた23。 601 

キャリアメールは、通信サービスに付随するサービスとして提供されており、602 

現状では、事業者の乗換えを行う場合、乗換え元のキャリアメールは使えなくな603 

る。総務省調査では、20％程度の利用者が事業者の乗換えを考えていない理由604 

として、キャリアメールのアドレスが変わることを挙げており、このことが事業605 

者の乗換えを阻害する一因であると考えられる。 606 

他方で、Web メールやメッセンジャーサービス等の普及により、キャリアメ607 

ールの利用が減少する中で、MNO３社が発表した「新料金プラン」24などキャリ608 

アメールが提供されないサービスも出現してきている等、キャリアメールを取609 

り巻く環境には変化が見られつつある。 610 

 611 

① キャリアメールのニーズ 612 

キャリアメールのニーズについては、上述のとおり縮小傾向にあるものの、613 

総務省調査25によれば、週１回以上の送受信利用者比率26は送信で 37.1％、受614 

信で 67.1％であり、キャリアメールの「持ち運び」サービスを利用したい者の615 

割合は 74.1％であることから、一定程度のニーズがあると考えられる。今後、616 

キャリアメールの「持ち運び」を実現するに当たっては、適切と考えられる負617 

担方法やその額等、利用動向について一層の分析を行っていくことが望ましい。 618 

 619 

 620 

                                                  
21 MNO３社により、「＠docomo.ne.jp」「＠au.com」「＠softbank.ne.jp」などのドメインで
提供されるメールサービスのこと。なお、楽天モバイルは当該メールサービスを提供して

いない。 
22 携帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な利用の
防止に関する法律及び下位法令 

23 例えば、一部の金融機関では、ワンタイムパスワード認証に利用するメールアドレスに
ついて、キャリアメールの登録が推奨されている。 

24 「ahamo（NTTドコモ）」「povo（KDDI）」「LINEMO（ソフトバンク）」のこと。 
25 2020年 12月 21日（月）から同月 24日（木）までの 4日間で、5000人を対象にした
Webアンケート調査 

26 週１回以上、キャリアメールの送信又は受信をした利用者の割合のこと。 
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【図表３－１ キャリアメールのニーズ調査】 621 

 622 

 623 
 624 

② キャリアメールの「持ち運び」の実現方法 625 

キャリアメールの「持ち運び」を実現する場合の具体的な方法として、事業626 

者間協議27において、以下の方法が挙げられた。 627 

ⅰ）変更元管理方式：変更元事業者がメールボックスやメール処理等を管理628 

する方式 629 

ⅱ）転送方式28：受信メールのみを転送し、送信メールは変更先事業者のメ630 

ールサービスを利用する方式 631 

 632 

 633 

 634 

                                                  
27 MNO３社による協議（一部、楽天モバイル、MVNO委員会を含めた５者による協議） 
28 転送方式としては、受信メールを転送し、送信メールを変更元事業者のメールで行う方
式も考えられるものの、その場合には、当該送信メールが「なりすまし」によるセキュリ

ティホール化が懸念されること、インターネットのルールに反する等の意見があったこと

により、事業者間協議において実現方法から除外している。 
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【図表３－２ キャリアメールの「持ち運び」の実現方法（イメージ）】 635 

 636 

 637 

 ③ キャリアメールの「持ち運び」のシステム開発 638 

事業者間協議によれば、キャリアメールの「持ち運び」を実現する際には、639 

②のⅰ）、ⅱ）のいずれの方式であっても追加的なシステム開発が必要となり、640 

一定程度のコストが発生し、開発期間は約１年（MNO３社平均）とされてい641 

る。 642 

 643 

（２）主な意見 644 

① 構成員からの意見 645 

  キャリアメールの持ち運びについては、意見の分かれるところである。646 

また、キャリアが変わってもドメイン名が変わらないという点で、ドメイ647 

ン名の在り方など最も基本的なインターネットリソースに関する技術的648 

な考え方との整合性に違和感を覚えるものの、これを矛盾なく行おうとす649 

る取組が今回の変更元管理方式だという理解である。今回の検討が単なる650 

キャリアメールの持ち運びになってしまうと、いつか使われなくなり、負651 

のレガシーとなる可能性も考えられるため、このサービスを終了する場合652 

の基準を含めた考え方についてもあらかじめ検討しておいて、需要が十分653 

に下がった場合にも、終了するというようなことの判断を妨げないように654 
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することの注意が必要である一方で、キャリアメール以外の附帯サービス655 

への入口や ID になるといった発展的なサービスの検討を妨げないように656 

することについても注意が必要。 657 

  コストが非常にかかるだろうと見送っているうちに、世の中がキャリア658 

メール以外のものを使う人が増えてきている中で、これを実現した場合の659 

コストを誰が負担するのかは大きな課題だと思う。 660 

  キャリアメールの一定程度の利用が現在もあり、使いたい利用者がいて、661 

それに応えなければならないのであれば、そのコストを他の利用者に課す662 

ことなく、期限を切って行うべきと思う。 663 

  キャリアメールの持ち運びのコストを受益者だけに負担させるという664 

ことに対しては躊躇を覚える。公平一律な対応が必要で、コストは基本的665 

に回収というものの観点からは基本料金等で対応すべきではないか。 666 

 667 

② 事業者等からの意見 668 

ア ニーズ 669 

  スマートフォンの普及に伴い、Web メールやメッセンジャーサービス670 

の利用が一般化しており、かつてのような大きなニーズがあるとは考え671 

ていない。（第１回事業者間協議：NTT ドコモ） 672 

  一定のニーズは存在するものの、キャリアメールの利用は大幅に減少。673 

SNS の普及によりインタラクティブなコミュニケーションツールとして674 

のニーズは縮小。（第１回事業者間協議：KDDI） 675 

  機種変更等の手続を行う利用者に実施したアンケート（注：キャリア676 

メールの持ち運びを主眼にしたものではなく、SNS 等のコミュニケーシ677 

ョンツール普及等の利用環境等にも考慮されたものではない。）では、678 

メールアドレスが変わることを理由にキャリア変更を行わない利用者679 

が一定程度存在。（第１回事業者間協議：ソフトバンク） 680 

  これまでとは次元が異なるスイッチングコストの低廉化が求められ681 

ている昨今の情勢を踏まえると、キャリアメールについても、エンドユ682 

ーザの乗換えの障壁になっていることが考えられる以上、速やかに各社683 

が前向きに対応することが必要である。（第３回事業者間協議：MVNO 委684 

員会） 685 

 686 

イ 方式 687 

  利用者の利便性や開発コストを考慮すると、「変更元管理方式」を推688 

奨。なお、利用者利便や対応コストも踏まえるとともに、スイッチング689 

円滑化を図り、公平な競争を促進する観点からは、MNO３社は同一の方690 
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式であることが必要。（第１回事業者間協議：NTT ドコモ） 691 

  「事業者が送信元アドレスと異なるメールアドレスを用いる転送方式」692 

は、インターネットのルールに反する上、なりすましメールを助長する693 

ことにつながるため、適切ではない。（第１回事業者間協議：NTT ドコモ） 694 

  「変更元管理方式」は、メールアプリへの利用設定が必要となるため695 

ICT リテラシーの低い方にはハードルが高い。（第１回事業者間協議：696 

KDDI） 697 

  転送方式でも転送先アドレスを登録することが必要であること、送信698 

アドレスと受信アドレスが異なることを踏まえると、転送方式の方がむ699 

しろ ICT リテラシーが低い人へのハードルが高い。（第３回事業者間協700 

議：MVNO 委員会） 701 

  ICT リテラシーが低い人へのハードルは、スマートフォンアプリの作702 

り方等で軽減可能。（第３回事業者間協議：楽天モバイル） 703 

 704 

ウ コスト・料金 705 

  開発コストを回収する必要があるため、提供する場合は有料としたい。706 

（第１回事業者間協議：NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク） 707 

  利用料金で開発コストを回収すること自体はよいが、利用料金が高く708 

なり過ぎるとサービスの実効性がなくなり、スイッチング円滑化の趣旨709 

から外れてしまうことを懸念。（第３回事業者間協議：MVNO 委員会） 710 

 711 

エ 対象 712 

  「変更元管理方式」で提供する場合には、迷惑メール発信の踏み台に713 

されない対策を十分に行う必要があり、既回線契約者であれば、回線契714 

約締結時に本人確認を行っており、不正利用対策や迷惑メール防止等を715 

含めた新たなコスト・開発が軽微となるため、転出者に限り申込可能と716 

するべき。（第１回事業者間協議及び第１回事業者間協議後追加質問へ717 

の回答：NTT ドコモ） 718 

  「メールアドレスの持ち運び」は、スイッチング円滑化の趣旨に照ら719 

し、原則全転出者に提供すべき。ただし、事業者間で提供対象が異なっ720 

た場合、イコールフッティングの問題を惹起することから、各社で統一721 

を図る必要がある。（第１回事業者間協議後追加質問に対する回答：KDDI） 722 

  本人確認の上、契約者情報を保持しており、不正利用のリスクを低減723 

できるため、利用者を転出者に限定することが望ましい。（第１回事業724 

者間協議後追加質問に対する回答：ソフトバンク） 725 

  利用者が他事業者へ転出する場合と自社内のキャリアメールを提供726 
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しない料金プラン（ahamo）へ変更する場合において、提供条件や利用形727 

態に差を設ける考えはない。（第３回事業者間協議後追加質問に対する728 

回答：NTT ドコモ） 729 

  他事業者、自社内サービスのいずれの移行先であっても「キャリアメ730 

ールの持ち運び」を可能とする方向で検討を進めている。自社内サービ731 

スへの移行時の扱いに関しては、これまでのプラン間の移行時における732 

各種サービスの取扱いや実現方法等に鑑み、基本的に各事業者の判断に733 

委ねるべき。（第３回事業者間協議後追加質問に対する回答：KDDI） 734 

  自社内のサービスに移行する利用者もメールアドレス持ち運びの対735 

象となることを想定。今後詳細仕様を検討する中で、何らかの制約が発736 

生する可能性もあるため、自社内の移行と他社への移行に差分を設ける737 

ことを「禁止」とまですべきではない。（第３回事業者間協議後追加質問738 

に対する回答：ソフトバンク） 739 

  自社内サービスへの移行と他事業者への移行で提供の有無に差を設740 

けることは、利用者の利便を損なうため、望ましくない。（第３回事業者741 

間協議：楽天モバイル、MVNO 委員会） 742 

 743 

オ 対応端末 744 

  ３G については、2025 年度末を以てサービス終了する予定であり、新745 

たな開発を行うことは難しいため、対応不可。事業者変更前に３G から746 

４G 又は５G にプラン変更することで、利用可能（一部の LTE フィーチ747 

ャーフォンについては、IMAP 対応メーラーが具備されていないことから748 

送受信とも利用不可。基本的に利用不可の端末は古いものであり、仮に749 

アプリ追加をしようとしても、OS バージョンアップ非対応、メーカによ750 

るサポート終了等により実現困難。）。（第１回事業者間協議後追加質問751 

に対する回答：NTT ドコモ） 752 

  「変更元管理方式」では、ガラホ/フィーチャーフォン等で利用できな753 

い。（第１回事業者間協議：KDDI） 754 

  当社は、３G サービスの利用者もメールアドレスの持ち運びが可能。755 

（第２回事業者間協議後追加質問に対する回答：KDDI） 756 

  Web メール等で送受信する仕組みでサービス提供を行う場合に、変更757 

先事業者においてこれに対応していない端末に乗換えると対応不可と758 

なるものの、スマホに乗換える場合には利用可能となる。（第１回事業759 

者間協議後追加質問に対する回答：ソフトバンク） 760 

  ３G サービスのように事業者ごとに対応可能な範囲が異なるものにつ761 

いては、代替策を含めその取扱いについて、同様の考え方で統一すべき。762 
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（第１回事業者間協議後追加質問に対する回答：ソフトバンク） 763 

  合併等により現在新規に割当てを行わない旧ドメインのメールアド764 

レスが複数種類存在。新規割当てを行っていない旧ドメインに係る改修765 

は避けたい。旧ドメインのメールアドレスは、現在新規に割当てを行っ766 

ているドメイン（新ドメイン）のメールアドレスへの変更に費用は発生767 

せず、メールボックスも引継可能。新ドメインに変更後は、メールアド768 

レスが持ち運び可能なため、旧ドメインのメールアドレスを保持する利769 

用者については新ドメインのメールアドレスへの変更を促進すること770 

で、「持ち運び」にも対応可能と考える。（第２回事業者間協議後追加質771 

問：ソフトバンク） 772 

 773 

（３）対応の方向性 774 

キャリアメールの「持ち運び」については、事業者間協議の結果を踏まえれば、775 

「持ち運び」の実現を困難とするような技術的・経済的なハードルは確認できず、776 

一定の利用者ニーズが存在すると考えられる。「モバイル市場の公正な競争環境777 

の整備に向けたアクション・プラン」等を踏まえ、事業者間の乗換えの円滑化を778 

図るため、キャリアメールの「持ち運び」を希望する全ての利用者に対して、早779 

期に実現することが適当である。 780 

その実現方法としては、「変更元管理方式」、「転送方式」の両方式において大781 

きなコスト差が生じないこと、受信だけでなく送信にも一定程度のニーズが認782 

められることから、「変更元管理方式」により提供可能な環境を実現することが783 

望ましい。この際、キャリアメールの「持ち運び」は、元来、事業者間の乗換え784 

時を想定したサービスであるが、「変更元管理方式」の仕組みを活用し、利用者785 

がニーズに合ったサービスを享受できるようにする観点からは、事業者間の乗786 

換え時だけではなく、キャリアメールの提供がない自社内サービス29についても、787 

その対象とするべきである。 788 

キャリアメールの「持ち運び」の実現時期としては、システム開発期間が MNO789 

３社平均で約１年となっていることも踏まえつつ、できる限り速やかに実現す790 

ることを見据え、2022年夏頃までには実現することが適当である。 791 

 792 

① 方式等 793 

キャリアメールを提供する MNO３社においては、利用者にとって分かりや794 

すく、使いやすいものとする観点から、対象範囲や対応端末等について、でき795 

る限り共通の方式に統一すべきである。その上で、端末の買換えや契約変更を796 

                                                  
29 例えば、MNO３社の「新料金プラン」やサブブランドのサービス。 
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行うことで「持ち運び」を可能となる端末等については、その端末等の利用者797 

に対して必要な周知等を行うことが望ましい。 798 

また、事業者間の公正競争の確保及び利用者利便の観点から、MVNO を含799 

めた他事業者にオープンかつ公平な仕組みとすることが適当である。 800 

「変更元管理方式」を採用する場合、新たなシステム開発を伴い、これまで801 

一体的に提供されてきた通信サービスから独立したサービスとして提供され802 

ることから、将来にわたってその提供先を転出者に限るべきなのか、キャリア803 

メールが通信サービス以外のサービスの認証機能としての活用等拡張性・発展804 

性のあるサービスとしていくことやキャリアメールのニーズを含めた形でキ805 

ャリアメールの在り方についてどう考えるか、といった点について、今後も不806 

断に検討を行うべきである。 807 

 808 

② 利用者への負担・周知 809 

キャリアメールの「持ち運び」を実現するに当たり、利用者に対して過度な810 

負担や手続を課さないものとすることが適当である。 811 

ただし、システム開発に一定程度のコストを要すること等を踏まえ、合理的812 

な範囲内で行うコスト回収の在り方については、利用者に転嫁するかどうかを813 

含め、基本的に事業者において自主的に判断すべきである。その際、事業者に814 

おいては、利用者視点に立ち、仮に有料サービスとする場合も、その利用を妨815 

げる水準とならないようにすることが適当である。 816 

また、キャリアメールは、長年MNO３社の基本的なサービスとして提供さ817 

れてきた経緯があり、多くの利用者にとってもドメイン名やサービスイメージ818 

は、MNO３社のそれぞれと結び付いていると考えられることから、キャリア819 

メールの「持ち運び」の実現に当たっては、利用者の認識に混乱や誤解が生じ820 

ないよう、MNO３社は十分な利用者への周知30を行うべきである。 821 

  822 

                                                  
30 例えば、MNO３社は、利用者がそのニーズに応じてサービスを選択できるよう、利用
者に対して、「持ち運び」の可能なサービスの範囲（「キャリアメール」の対象範囲の画

定）、条件等について十分な周知を行うことが望ましい。 

29



 

第４章 MNPの手続の更なる円滑化に向けた検討 823 

（１）現状・課題 824 

携帯電話の番号持ち運び制度（MNP: Mobile Number Portability）の手続につ825 

いては、現在採用されている「ツーストップ方式」のほか、移転先事業者におけ826 

る１回の手続で完結する「ワンストップ方式」が存在する。 827 

2006 年に MNP が導入されて以降、ツーストップ方式による手続を採用・維828 

持しているが、MNP手続について、利用者が一層使いやすい手続とする観点か829 

ら「競争ルールの検証に関する報告書 2020」（2020年 10月 27日公表）におい830 

て議論が行われるとともに、「MNPガイドライン」31においても、ワンストップ831 

方式を継続的な検討課題として位置付けている。 832 

 833 

【図表４－１ ツーストップ方式とワンストップ方式】 834 

 835 

 836 

ワンストップ方式は、①乗換え手続が簡易かつ迅速に可能、②利用者の引き止837 

めが起こりえない、といった利用者にとってのメリットがあり、昨今、導入に向838 

けて検討を進めるよう要望が寄せられている。 839 

 840 

  841 

                                                  
31 「携帯電話・PHSの番号ポータビリティの実施に関するガイドライン（2004年５月総務
省策定：2020年 12月最終改正）」をいい、同ガイドライン 5(3)⑤イにおいて、ワンストッ
プ方式の検討を引き続き行う旨を規定している。 

ツーストップ方式（現行） ワンストップ方式

携帯電話事業者

Ａ社
移転元

携帯電話事業者

B社
移転先

電話番号を
変えずに

契約先を変更

①MNP予約番号
の発行を申請

②MNP予約番
号を発行・解約
時の説明

③MNP予約番号
をもって転入（契
約）の申込み

④ＭＮＰ手数
料の支払い

携帯電話事業者

Ａ社
移転元

携帯電話事業者

B社
移転先

電話番号を
変えずに

契約先を変更

①転入（契約）の
申込み

②解約時の説明

③ＭＮＰ手数
料の支払い
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【図表４－２ ワンストップ方式とツーストップ方式の比較（利用者からの視点）】 842 

 843 
 844 

他方、ワンストップ方式の導入に当たっては、①システム改修等にコストや時845 

間が必要となる、②実現方式によっては、関係事業者間で個人情報を適切に管理846 

する必要がある、③実現方式によっては、解約に関する重要事項説明等の確保に847 

工夫が必要となる、といった課題が存在する。 848 

 849 

諸外国における MNPについてみると、主要国においてワンストップ方式を導850 

入しており、また、我が国の他産業においてもワンストップでの事業者乗換えが851 

行われている状況にある。 852 

 853 

【図表４－３ 諸外国の MNPの状況】 854 

 855 

これらを踏まえ、我が国の MNPのワンストップ化についても、実現に向けて856 

ワンストップ方式 ツーストップ方式

手 続

移転先事業者との手続のみでよいため、簡便。
（手続の回数︓１回）

移転元事業者と移転先事業者の双方での手続
が必要なため、比較的煩瑣。
（手続の回数︓２回）

受付時間の制限
利用者は、移転先事業者の受付時間の制限
のみの影響を受ける。
※ 移転先事業者から移転元事業者への確認の受付時
間の影響は受ける。

利用者は、移転元事業者と移転先事業者の
受付時間の制限の双方の影響を受ける。
※ 改正MNPガイドラインで、移転元事業者へのウェブで
の受付時間は、原則として終日となる。

所要時間

移転先事業者での手続の所要時間のみ
（解約時重要事項説明の確認の時間を含む）
※ 移転先事業者から移転元事業者への確認の所要
時間を含む。

移転先事業者での手続の所要時間
（解約時重要事項説明の確認の時間を含む）
＋
移転元事業者での手続の所要時間
（MNP予約番号発行待ちの時間を含む）

ウェブで手続が
完結するかどうか

ウェブで手続が完結する。
※ ただし、詳細な手続については、引き続き検討が
必要。

• 契約状況によっては、ウェブでMNP予約番号
が発行できない場合がある。

• この場合は、移転元事業者及び移転先事業
者での一連の手続がウェブで手続が完結しない。

※ 改正MNPガイドラインで改善努力を促している

MNP予約番号の
有効期間(15日間） MNP予約番号を使用しないことから、

利用者は有効期間を気にする必要がない。

• 利用者は、MNP予約番号の有効期間が
切れないように留意する必要がある。

• 有効期間が切れた場合は、再度、移転元
事業者への申込が必要となる。

解約時重要事項説明
MNP申込時に移転先事業者から確認するか、
MNP申込とは別に移転元事業者から確認する
必要がある（制度設計による）。

MNP申込時に移転元事業者から確認することが
可能である。

過度な引き止め 移転元事業者と接触する機会がないことから、
過度な引き止めが起こりえない。

過度な引き止めは改正MNPガイドラインにて禁止
されているが、移転元事業者と接触する機会が
ある。

ワンストップ方式を採用している国
G7の国 アメリカ、フランス、ドイツ、イタリア、カナダ

その他の国
スペイン、オーストリア、ベルギー、

デンマーク、ギリシャ、オランダ、ノルウェー、
ポルトガル、スウェーデン、スイス、トルコ、

フィンランド、チェコ、ポーランド、スロバキア、スロベニア、韓国

Number Portability Implementation in Europe(CEPT/ECC Working Group Numbering & Networks、2014/3)
ECC Recommendation(12)02  Number Portability Best Practices(CEPT/ECC 2012/5)
NUMBER PORTABILITY EFFICIENCY(CEPT,2010/11)、その他総務省調査。

※ 上記は、ワンストップ方式で実施していることが確認できた範囲で記載しているもの。
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検討する必要がある。 857 

 858 

（２）主な意見 859 

① 構成員からの意見 860 

  MNP ワンストップ化について、重要事項の説明に関し、そもそも難しく861 

複雑な説明をしなければいけないようなサービスの提供条件を見直して862 

いくことが重要ではないか。 863 

  MNP手続が、ワンストップ化でやりやすくなることは良いことだと思う。864 

一方で、現行制度の解約時にトラブルが起こっていると認識している。現865 

行案では、解約の際に契約者本人がウェブで移転元の解約事項を理解した866 

旨をチェック欄に記載するという案だが、特にスマートフォンの画面等で867 

利用者が当該事項をどこまで正確に理解できるかは課題があると考える。868 

どこまで分かりやすい説明が移転元でできるのかを確認する必要がある869 

のではないか。 870 

  MNP の円滑化及びワンストップ化について、「競争ルールの検証に関す871 

る報告書２０２０」の指摘では、MNP 導入時に費用及び期間等が膨大にな872 

るためワンストップ方式の実現は難しいといった議論があり、まずはツー873 

ストップの課題を先に解決していくという方向性であったと記憶してい874 

る。今回、ワンストップ化に前向きな検討がなされた中で、MVNO の数が多875 

いことを踏まえ案２（API による既存システムの自動化）が現実的ではな876 

いかとなったと思うので、ツーストップの課題についても同時に両にらみ877 

で見ていかなければならない。 878 

  ワンストップ方式とツーストップ方式の比較について、ツーストップ方879 

式にするメリットがあまり見当たらない。顧客目線に立つと、やはり利便880 

性を第一に考えるべきだと思う。煩雑な手続も簡素化されるべきであり、881 

電力の小売り等でもワンストップ化が実現されており、技術の最先端であ882 

る携帯業界でできないということはないと考える。ユーザ目線からも、是883 

非前向きにワンストップ方式を検討して欲しい。 884 

  MNP のワンストップ方式は、実施方式やコスト等いくつか解決すべき課885 

題があるが、ユーザの利便性やサービス変更のしやすさ等を考慮すると、886 

是非とも実現するべきである。MNP のワンストップ化は eSIM との相性が887 

よい点も踏まえて、eSIM の導入と同時進行で議論を進めて行くことが適888 

切ではないか。各社のオンライン契約の新プランに限定して、ワンストッ889 

プ方式をトライアルで試すことも、可能性としては考えられるのではない890 

か。消費者に混乱を生じさせないよう、実施に当たっては、事業者と総務891 
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省が情報発信やサポート等をしていく事が適切ではないか。 892 

  ワンストップ方式は利便性が高いが、海外で SIM スワッピングの事例が893 

ある。ツーストップ方式だからなりすましができないというわけではない894 

が、ワンストップ方式だとより容易に実現できる可能性がある。この点へ895 

の対応が可能ならば、ワンストップ化は良いと思う。 896 

 897 

② 事業者等からの意見 898 

  ワンストップ化について、検討すべき課題はあるものの、事業者間協議899 

において事業者から提案のあった２案を基本としつつ、ワンストップ化の900 

実現に向けて詳細な検討を行っていくことは可能と考えられる。（第３回901 

事業者間協議：MNO4 社・MVNO 委員会） 902 

  なお、多くの事業者が存在する MVNO（委員会）からは、現時点では、コ903 

スト・参加の容易性等の観点から案２が現実的との意見がある。（第３回904 

事業者間協議：MVNO 委員会） 905 

  ワンストップ化の実施時期については、１年程度の準備・検討により早906 

期に実施すべき。（第３回事業者間協議：楽天モバイル・MVNO 委員会） 907 

  ワンストップ化の実施時期については、2021 年４月１日以降のツース908 

トップの改善状況を見極めて実施すべき。（第３回事業者間協議：NTT ドコ909 

モ・KDDI・ソフトバンク） 910 

  実施時期に関し、全事業者が一斉にワンストップ化を実施することが原911 

則という意見と、できる限り早期にワンストップ化を実施する観点からは912 

一定期間ツーストップ方式との併用も考えられるとの意見があり、案２は913 

この併用を可能としている。（第３回事業者間協議：MNO４社・MVNO委員会） 914 

  MNP をワンストップで実施する方式について、米・仏等の先進諸国にお915 

いても採用しており、また、国内の他産業をみても電力の小売り等におい916 

て、ワンストップでの事業者乗換えが行われている状況にある。携帯電話917 

においても、利用者が自分に合ったサービス・事業者を手軽に乗換えるこ918 

とができ、その手続が一層使いやすいものとなるよう、議論を深めていく919 

ことが適当である。（第３回事業者間協議：楽天モバイル・MVNO 委員会） 920 

  2021 年４月１日以降、MNP の制度見直しは行われるが、利用者は依然と921 

して二重の手続を強いられる状況にあり、利用者の利便性の向上の観点か922 

ら早期に１回で済むようにすべきである。（第３回事業者間協議：楽天モ923 

バイル・MVNO 委員会） 924 

  ワンストップを実現する場合、既存システムを可能な限り活用するなど、925 

できるだけ低コストでより短期間で調整が可能な方式を検討すべきであ926 

る。（第３回事業者間協議：楽天モバイル・MVNO 委員会） 927 
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  多くの事業者が存在する MVNO にとって、より簡易かつ低コストで対応928 

できる方式を検討すべきである。（第３回事業者間協議：MVNO 委員会） 929 

  コスト試算やシステム対応等に要する期間について、実施方式や仕様・930 

検討課題等の具体的な検討を通じてワンストップ化の前提を定め、各社共931 

通の仕様を整理した上で算出することが適当である。（第３回事業者間協932 

議：NTT ドコモ・KDDI・ソフトバンク） 933 

  ワンストップ方式では移転を希望する利用者の契約状況に応じた個別934 

の重要事項の説明が困難となる。（第３回事業者間協議：KDDI・ソフトバ935 

ンク） 936 

  利用者のトラブル回避に向け、よりシンプルな料金プランの提供に努め937 

ることが適当である。（第３回事業者間協議：MVNO 委員会） 938 

  ワンストップ方式において、①移転先事業者が移転元事業者に代わって939 

説明を行うこと、②移転を希望する利用者が自ら移転元事業者のウェブサ940 

イト等で確認の上移転先事業者に申告することについて、利用者とのトラ941 

ブル回避のため適切な情報提供を行うことについて考慮する必要がある。942 

（第３回事業者間協議：KDDI・ソフトバンク） 943 

  上記②の場合、解約時重要事項説明をオンラインで分かりやすく参照で944 

きるようにする必要がある。（第３回事業者間協議：MVNO 委員会） 945 

  MNO が配下 MVNO の利用者の契約情報や移転可否を確認する方式とする946 

場合、MNO が MVNO の利用者情報を取得可能となる場合があり、その取扱947 

いによっては営業情報として利用可能となることから、MVNO ガイドライ948 

ン上の問題を整理するとともに、意図せず営業情報を知得したこととなら949 

ない措置も検討する必要がある。（第３回事業者間協議：NTT ドコモ） 950 

  2021 年４月１日以降は引止め行為が禁止され、ウェブでの MNP 手数料951 

が無料となる等、実質的にワンストップと同様の環境が整うことから、ま952 

ずは状況を注視すべきである。他方、目的に照らし、並行でのワンストッ953 

プ化の検討には協力する。（第３回事業者間協議：NTT ドコモ・KDDI・ソフ954 

トバンク） 955 

  MNO・MVNO の全ての事業者が一斉にスタートできるよう検討・開発を進956 

めるべきである。（第３回事業者間協議：KDDI・ソフトバンク） 957 

  ワンストップを実現する場合、全事業者によるワンストップへの完全移958 

行が望ましいが、これによりワンストップ化が遅れる場合は、一定期間、959 

ツーストップと併用することも考えられる。（第３回事業者間協議：楽天960 

モバイル・MVNO 委員会） 961 

  ワンストップを実現する場合、全事業者によるワンストップへの完全移962 

行が原則であるが、これによりワンストップ化が遅れる場合は、そういっ963 
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た例外も踏まえて検討することも考えられる。（第３回事業者間協議：NTT964 

ドコモ） 965 

  ワンストップ化の実施によって本人確認が十分にされないようなこと966 

が起こった場合には、不正行為のリスクが高まることが考えられる。（第967 

３回事業者間協議：ソフトバンク） 968 

 969 

（３）対応の方向性 970 

① 基本的考え方 971 

事業者移転を希望する利用者が移転先事業者における１回の手続で完結で972 

きるワンストップ方式について、同方式のメリットを認識しつつも、実施に向973 

けては多くの事業者の存在を前提に多大なコスト・検討時間を要することなど974 

を理由として、これまで同方式の実施には至らず継続的に検討していくことと975 

されている。 976 

本タスクフォースの事業者間協議においては、ワンストップ化の方式につい977 

て、事業者から複数の案32が提出され、これらの案を見る限り、既存システム978 

を活用することなどによりこれまで懸念されてきた多大なコスト・検討時間を979 

要するような状況には必ずしもないとの見方も可能であり、検討すべき課題は980 

あるものの、提出された案を基本としつつ、ワンストップ化の実現に向けて詳981 

細な検討を行っていくことは可能と整理された。 982 

2021年４月１日から、MNP手数料の無料化（制度上、ウェブ以外は有料）、983 

過度な引き止めの原則禁止を内容とする改正 MNP ガイドラインが施行され984 

る。現行のツーストップ方式における課題の改善状況を注視していくことが適985 

当であるが、利用者にとっては、こうした改善が行われても、なお、引き続き986 

２回の手続が求められることから、より簡素な手続を求める意見もある。 987 

MNP のワンストップ化について、諸外国の状況をみると、米・仏・独等の988 

先進諸国をはじめその他の国においても採用しており、また、国内の状況をみ989 

ると、固定電話のほか、電力の小売り等の他産業においても、ワンストップで990 

の事業者乗換えが行われている状況にある。 991 

我が国の携帯電話を巡る状況をみると、これまでに各社から新しい料金プラ992 

ンが発表されるなど、今後、プラン変更や事業者乗換えが本格化していくこと993 

が想定される。また、前章までに述べるとおり、eSIMの導入や SIMロックの994 

原則禁止等によって事業者を乗り換える場合の利用者利便の向上が見込まれ995 

                                                  
32 スイッチング支援システムを構築し移転可否情報等を仲介するシステムの案（案１）、既
存システムを活用し、移転先事業者からの申請でもMNP予約番号を発行できる APIを策
定する案（案２）が提出された。 
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る。 996 

このような環境下において、利用者が自分に合ったサービス・事業者を手軽997 

に乗り換えることができ、その手続が一層使いやすいものとなるよう、我が国998 

の MNPについても、今後一定期間内にワンストップ化を実施することを念頭999 

に置きつつ、課題の解決に向けて以下の取組を進めていくことが適当である。  1000 

 1001 

② 実現方式 1002 

ワンストップ化の具体的な実現方式については、今後、関係事業者間におい1003 

て、具体的な実施方式やシステムの仕様等を検討することが適当である。 1004 

その際、利用者利便の向上や公正な競争の確保等の観点から、以下の点に留1005 

意していくことが適当である。 1006 

 多くの MVNO が容易にワンストップ化を実現できるよう、MNO 及び1007 

MVNO による事業者間協議において具体的な実施方式、システムを検討1008 

すること 1009 

 本タスクフォースの事業者間協議において提案された案２のシステムに1010 

示すように、既存システムを活用する等、可能な限り低コストでの方式を1011 

目指すこと 1012 

 同時期にMNPのワンストップ化に対応することが困難であると考えられ1013 

る MVNOが一定程度存在すること等も考慮し、当分の間、ワンストップ1014 

方式と現行のツーストップ方式との併存も検討すること 1015 

 ツーストップ方式に比べて不正行為のリスクが高まる可能性があり、移転1016 

申込の際の本人確認が重要になると考えられることから、システム改修の1017 

検討の段階において、こうしたリスク低減策についても検討すること 1018 

 1019 

③ 解約時重要事項説明の方式 1020 

ワンストップ方式の場合、現状、移転元事業者により行われている利用者の1021 

契約状況に応じた個別の重要事項（残ポイント数、解約金の額その他解約した1022 

場合の利用者にとっての不利益事項）の説明をどのように行うのかが課題であ1023 

り、関係事業者・構成員からも指摘がされている。 1024 

ワンストップ化に向けた既存システムの改修において、移転先事業者が移転1025 

元事業者から一定の情報を入手した上で、移転先事業者が利用者に十分な説明1026 

ができる仕組み・体制を構築することも考えられるが、こうした措置を講じる1027 

ことによるコスト増・検討期間の長期化等も懸念される。 1028 

他方で、電力の小売りで実施されているような、移転先の事業者が説明を行1029 

うことを基本としつつ、移転を希望する利用者が移転元事業者に事前に個別の1030 
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重要事項を確認した上で、移転先事業者に移転を申し込むことが考えられる33。1031 

ただし、この方式において、移転を希望する利用者に重要事項に関する情報が1032 

適切に伝わらない場合、トラブルに発展する可能性がある。利用者保護の観点1033 

からも、十分な利用者の理解を確保する必要があると、事業者・構成員からも1034 

指摘がされている。この方式を採用する場合には、携帯電話の契約の複雑性等1035 

も考慮し、例えば、以下のような措置を講じるなど利用者とのトラブル回避の1036 

ための説明を工夫することが適当である。 1037 

 事業者による情報提供の充実 1038 

 総務省携帯電話ポータルサイトでの情報提供 1039 

また、ウェブでの解約手続について、MNO３社において単純解約の場合に1040 

これを可能としていないこと34に関し、今後、「競争ルールの検証に関するＷ1041 

Ｇ・消費者保護ルールの在り方に関する検討会（合同会合）」等において検討1042 

が行われる予定である。このため、こうした検討における議論も踏まえ、解約1043 

時における利用者への説明の在り方等についても検討を行うことが適当であ1044 

る。 1045 

以上の点を踏まえつつ、解約時重要事項説明の方式については、今後、利用1046 

者の意見も聞きながら、総務省・関係事業者等において検討を進めていくこと1047 

が適当である。 1048 

その際、上述②に記載のとおり、ワンストップ化の実施の際、当分の間、ツ1049 

ーストップ方式と併存することの検討を求めているが、このツーストップ方式1050 

との併存がワンストップ方式の利用を躊躇する利用者に対する配慮にもなる1051 

との点も視野に入れ、検討を進めていくことが適当である。 1052 

なお、利用者とのトラブル回避の観点からも、事業者は、よりシンプルな料1053 

金プランの提供に努めていくことが適当と考えられる。 1054 

 1055 

④ 実施時期 1056 

ワンストップ化の実現に当たっては、MNO 及び MVNO による事業者間に1057 

おいて具体的な実施方式やシステムの仕様の検討を行いつつ、各事業者の個別1058 

システムも含めたシステムの改修が必要になるとともに、利用者への十分な周1059 

知等も必要となることを想定すると、一定の期間が必要となる。 1060 

他方、ワンストップ化の実現時期を見通す上で、上述のとおり、ワンストッ1061 

プ方式には、①乗換え手続が簡易かつ迅速に可能であること、②利用者の引き1062 

止めが起こりえない、といった利用者にとってのメリットが存在することに加1063 

                                                  
33 電力の小売りでは移転先の小売電気事業者が需要家に対し、移転元の小売り契約を解約した
場合に違約金等の不利益が発生する可能性がある旨については説明することとされている。 

34 オンラインによる契約が可能なプランについては、ウェブでの解約を可能としている。 
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えて、③比較的小規模な事業者が多数含まれる MVNOも早期の実施を要望し1064 

ていることなどを踏まえると、ワンストップ化は可能な限り早期に実現するこ1065 

とが望ましいと考えられる。 1066 

以上の点を踏まえ、案２に示すような既存システムを活用する方式は、新規1067 

開発要素が比較的少なく、検討・改修に要する期間も著しく長いとは考えにく1068 

く、１年程度で実施できるとの意見もあることを考慮すると、十分な検討を行1069 

うことを通じて可能な限り早期に実施することを目指すこととし、今後２年以1070 

内を目途にワンストップ化が実施できるよう、課題の解決に向けて取り組むこ1071 

とが適当である。その際、検討の過程において、一部でも早期に実施可能なも1072 

のがあれば、時期を前倒して実施することが適当と考えられる。 1073 

 1074 

⑤ 今後の対応 1075 

ワンストップ化の実現に向けては、まず、上記②で述べたシステムの改修を1076 

含む実現の方式について、今後速やかに関係事業者間において詳細な検討を進1077 

めていく必要がある。また、総務省においては、こうした検討が適切に行われ、1078 

課題の解決につながるよう、進捗管理を含め必要な措置を講じていくことが適1079 

当である。 1080 

その上で、ワンストップ化の実施前に、具体的な実施方式を含む全体像を明1081 

らかにしつつ、解約時重要事項説明の具体的な方法、具体的な実施時期、その1082 

他の課題について改めて検討を加え、MNP に関する制度の見直しを行う必要1083 

がある。 1084 

2021年４月１日から改正後の「MNPガイドライン」が施行され、ツースト1085 

ップ方式の手続等の改善が見込まれる。総務省においては、現行のツーストッ1086 

プ方式の実施状況等について注視しつつ、更なる利用者利便の向上に向け、ワ1087 

ンストップ化の検討を並行して進めていくことが適当である。 1088 

  1089 

38



 

第５章 その他の検討課題について 1090 

前章までの各項目のほか、その他スイッチングの円滑化に係る課題として、一1091 

部の事業者において、解約方法を説明するページについて「noindex」タグを1092 

HTML 文書に埋め込むことにより、検索エンジンで検索した際に当該ページが1093 

表示されないように設定している事実が確認されたことが、本タスクフォース1094 

に報告された35。「noindex」タグを設定していた NTT ドコモ及び KDDI におい1095 

ては、既に「noindex」タグを削除し、現在は検索時に両社の解約方法を説明す1096 

るページが表示されるようになっている36。 1097 

 1098 

解約時に必要な情報を利用者に対して意図的に隠す、あるいは見つけにくい1099 

形にする行為は、利用者の利便を著しく損なうとともに、利用者の乗換えを妨げ1100 

ることにより公正な競争を阻害するものであり、事業者が適正かつ合理的でな1101 

い事業運営を行っていることにより、電気通信の健全な発達又は国民の利便の1102 

確保に支障が生じるおそれがあるものと考えられる。 1103 

総務省においては、かかる行為が行われることのないよう、ガイドラインを整1104 

備するなどして禁止の徹底を図るとともに、仮に実際にかかる行為が行われて1105 

いた場合には、速やかに是正のための取組を行っていくことが必要である。また、1106 

事業者においては、サービスの提供条件や利用者の情報提供に当たり、利用者の1107 

利便や乗換えを妨げるような形になっていないか、社内でチェックを徹底する1108 

ことが求められるものであり、そのための体制整備を含め、必要な対応を取るこ1109 

とが求められる。 1110 

  1111 

                                                  
35 第２回事業者間協議（2021 年１月 13 日開催）において、事務局から事業者に対して事
実関係を確認。 

36 NTTドコモは、 
・「携帯電話の解約お手続き方法」（https://www.nttdocomo.co.jp/support/cancel/） 
・「携帯電話・PHS番号ポータビリティ（MNP）を利用した解約お手続き方法」
（https://www.nttdocomo.co.jp/support/cancel_mnp/） 
のページを検索時に非表示になるよう「noindex」タグを設定していたが、2021年１月
20日に「noindex」タグを削除した。 

KDDIは、「スマートフォン・携帯電話の解約・他社へのMNP転出をご検討中のお客
さまへ」（https://www.au.com/support/service/mobile/procedure/contract/cancel/）のペ
ージを検索時に非表示になるようを「noindex」タグを設定していたが、2020年 12月
25日に「noindex」タグを削除した。 
ソフトバンクは、「noindex」タグを設定していなかった。 

39



 

参考資料 1112 

１．「スイッチング円滑化タスクフォース」概要 1113 

・ 開催要綱 1114 

・ 開催状況 1115 

２．各種資料 1116 

  1117 

40



 

電気通信市場検証会議 競争ルールの検証に関するＷＧ 1118 

「スイッチング円滑化タスクフォース」開催要綱 1119 

 1120 
１ 目的 1121 

本会合は、「競争ルールの検証に関するＷＧ」の下に設置されるタスクフォースと1122 
して、「モバイル市場の公正な競争環境の整備に向けたアクション・プラン」が令和1123 
２年 10 月 27 日に公表されたことを踏まえ、事業者間の乗換えの円滑化に資する取組1124 
について、集中的かつ専門・技術的に検討を行うことを目的とする。 1125 

 1126 
２ 名称 1127 

 本会合は、「スイッチング円滑化タスクフォース」と称する。 1128 
 1129 
３ 主な検討事項 1130 

（１）eSIM の促進 1131 
（２）SIM ロック解除の一層の推進 1132 
（３）キャリアメールの「持ち運び」の実現に向けた検討 1133 
（４）MNP の手続の更なる円滑化に向けた検討 1134 
（５）その他スイッチングの円滑化に係る課題 1135 

 1136 
４ 構成及び運営 1137 

（１）本会合の構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 1138 
（２）本会合には、主査を置く。 1139 
（３）主査は、本会合を招集し、主宰する。 1140 
（４）主査は、必要に応じて、構成員及びオブザーバー以外の関係者の出席を求め、1141 

その意見を聴くことができる。 1142 
（５）その他、本会合の運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 1143 
 1144 
５ 議事・資料等の扱い 1145 

（１）本会合は、原則として公開とする。ただし、主査が必要と認める場合について1146 
は、非公開とする。 1147 

（２）本会合で使用した資料及び議事概要は、原則として、総務省のウェブサイトに1148 
掲載し、公開する。ただし、公開することにより、当事者若しくは第三者の利益1149 
を害するおそれがある場合又は主査が必要と認める場合については、非公開と1150 
する。 1151 

 1152 
６ 庶務 1153 

 本会合の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課において行1154 
う。 1155 

1156 
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「スイッチング円滑化タスクフォース」開催状況 1183 

 1184 

日程 開催内容 

第１回会合 

2020年11月26日 

・事務局説明 

（検討課題について、今後の進め方について） 

・意見交換 

第２回会合 

2020年12月８日 

・ヒアリング（eSIMの促進関係） 

（NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽天モバイル） 

・意見交換 

第３回会合 

2020年12月23日 

・ヒアリング（eSIMの促進関係） 

（MVNO委員会、HISモバイル、トヨタ自動車） 

・意見交換 

第４回会合 

2021年１月27日 

・ヒアリング（eSIMの促進関係） 

（大日本印刷、タレスDISジャパン、MM総研） 

・事務局説明 

（事業者間協議の結果等について） 

・意見交換 

第５回会合 

2021年２月26日 

・事務局説明 

（検討の方向性（案）について、解約等に係る事案につい

て） 

・意見交換 

第６回会合 

2021年３月30日 

・事務局説明 

（報告書（案）について） 

・意見交換 

 1185 
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